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Abstract The promotion of digital transformation(DX) has become essential for companies, and it is increasingly recognized by business compa-
nies as a source of competitiveness. Therefore, it is necessary for companies to develop and maintain internally digital human resources. This paper 
identifies key competency-related issues based on prior research and survey analyses with respect to digital skills and competencies. Additionally, 
the paper introduces the design of a project simulation workshop and the results of a trial workshop. 
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1  は じ め に  

企業では，デジタル・トランスフォーメーション「 DX）の推
進が不可欠であり，デジタル技術を活用した革新的なイノベー
ションが期待されている．特に事業会社においては，これまで
の外部ベンダーに依存する体制から脱却し，自社でデジタル人
材を確保・育成する必要性が強く指摘されている．DX を推進
する部門には，デジタルを活用した既存ビジネスの変革，デジ
タルによって可能となる新たなビジネスの創出といった視点
が求められる[1]． 
しかしながら，多くの事業会社が DXを競争優位の源泉とし

て認識し，内製化を目指しているにもかかわらず，思うように
進められていないのが現状である．その主な課題は，人材の量
と質の不足[2]，そして，人材像や評価基準の不明確さである[3]．
DX推進のためには，高度な技術スキルを持つ人材だけでなく，
ビジネス戦略，サービス設計，プロジェクトマネジメントとい
ったビジネススキルを持つ人材も必要である．ところが，具体
的に，どのような人材が必要で，どのように評価すればよいか
が明確になっていないため，採用や育成が停滞しているといわ
れている．このような課題への抜本的な解決策は依然として見
出されていない[2]． 
そこで，これらの課題への対応として，事業会社におけるデ

ジタル人材育成のための プロジェクトシミュレーション・ワ
ークショップ」を開発した．本ワークショップは，以下のステ
ップを経て開発した．まず，文献調査，およびインタビュー調
査を行い，事業会社のデジタル人材に必要なコンピテンシーの
課題を抽出した．つづいて，抽出されたコンピテンシーの課題
に対応するための プロジェクトシミュレーション・ワークシ
ョップ」を設計した．次に，ワークショップを試行し，改善し
た． 
本論文では，第 2章でデジタル人材のスキル・コンピテンシ

ーについての関連研究，第 3章でデジタル人材に必要なコンピ
テンシーの調査分析結果，第 4章でワークショップの設計，第
5章でワークショップを試行した結果について述べる． 

2  関 連 研 究  

デジタル人材のスキル・コンピテンシーについては，世界各

国の公的機関，大学，コンサルティング会社，シンクタンクな
どが研究や報告書を発表している．日本では，経済産業省所管
の独立行政法人である情報処理推進機構 以下，IPA）が発表
する各種レポートが，企業にとって重要な指針や標準 以下，
ガイドライン）となってきた．IPAは，日本の産業界全体のデ
ジタル化推進を支援し，国際競争力の強化を図るため，当該分
野において次のようなガイドラインを発表している， IT スキ
ル標準 V3」[4] ，「 iコンピテンシーディクショナリ」[5] ，「 デ
ジタルスキル標準」[6]． 
デジタルスキル標準[6]は， DX リテラシー標準 DSS-L）」

と DX推進スキル標準「 DSS-P）」の 2つの標準で構成されて
いる．DX リテラシー標準は，DX に関する基礎的なリテラシ
ーとして全てのビジネスパーソンが身につけるべき知識を学
習するためのガイドラインである．本ガイドラインは，個人が
自身の行動を振り返る際の基準や，組織・企業が構成員に求め
る意識・姿勢・行動を検討するための基盤となることを想定し
て策定されている．加えて，これらの考え方に基づき，ビジネ
スパーソンが実施すべき具体的な学習項目が定義されている．
一方，DX 推進スキル標準は，DX 推進に必要な人材をビジネ
スアーキテクト，デザイナー，データサイエンティスト，ソフ
トウェアエンジニア，サイバーセキュリティの 5つに類型化し
て企業や組織が適切な人材を育成・評価できるようそれぞれに
必要なスキルを記載している． 
前述の通り，IPAが作成するこれらのガイドラインが日本企

業のデジタル人材育成の拠り所になっている面は大きい．一方
で，IPA以外の機関によって作成されたガイドラインや検定制
度，事例集なども存在する．たとえば，知識に特化したものと
して，デジタル技術を活用してビジネスの価値を高めようとす
る個人を対象とする DX検定」[7]がある．この検定では，IT
先端技術トレンドやビジネストレンドに関する知識を測定す
ることを目的としている．DX 推進スキル標準における人材類
型は主に現場やマネージャーレベルを想定しているが，「 DXの
推進においては経営トップの適切なリーダーシップがきわめ
て重要」[3]とされている．また，経営者や DX推進をミッショ
ンとする責任者向けのガイドラインとしては， デジタルガバ
ナンス・コード 2.0」[8]が発行されている．コードでは，企業
経営におけるデジタル化や DX推進の責任体制，リーダーシッ
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プ，ガバナンス強化の必要性を明確化し，具体的な取り組み方
針の事例を示している．また，地方自治体による取り組みとし
て，東京都では DX 推進の役割を担う人材を対象に， 東京都
デジタル人材確保・育成基本方針 ver2.0」[9]が取りまとめられ
ている．基本方針はあくまで地方自治体の職員をいかに育成す
るかという視点で書かれたもので，IPAや経済産業省のような
企業向けのガイドラインとは異なるが，大きな組織体における
育成方針や課題，実際の取り組みが詳細に記載されており，当
事者の視点から記載された具体的な資料として価値が高いと
判断できる．これらの文献について，縦軸を対象者，横軸を知
識・行動としてマッピングし図１に示した． 
このように，DX 推進を支えるために様々な文書やガイドラ

インが発行されている．これらの文書の主目的は，企業のデジ
タル人材が習得すべき能力を類型化し，必要なスキルやコンピ
テンシーを明確化するとともに，獲得プロセスや評価手法を提
示することである．しかし，調査の結果，いくつかの課題が明
らかとなった．1つ目は，多くの文書においてデジタル人材が
所属する企業の立場についての区分けが十分に行われていな
い点である．DX を推進するにあたり，実際にトランスフォー
メーションの対象となる事業会社と，それを提案・支援する SI
企業とでは，求められるコンピテンシーが本質的に異なると考
えたためである．「 デジタルガバナンス・コード 2.0」は企業経
営者向け，「 東京都デジタル人材確保・育成基本方針 ver2.0」は
当事者の立場で記述されているが，IPAをはじめとする機関が
提示するガイドラインや文書では，DX への関わり方を重視す
る一方で，事業会社と SI 企業の区別は曖昧である．2 つ目は，
事業会社の業種による違いが十分に考慮されていない点であ
る．「 デジタルスキル標準」の付属文書である デジタルスキル
標準 DSS）活用事例集」[10]では，16社の活用事例が示され
ている．しかし，これらの事例は任意サンプリングによる個別
企業のケーススタディに過ぎず，網羅的ではない．加えて，情
報開示の制約から，なぜその企業が当該の デジタルスキル標
準」を採用し，カスタマイズしたのか，その背景情報が不足し
ている．最後は，文書の対象とする組織階層によって能力記述
が偏っている点である．一例として，「 DX検定」や DX推進
スキル標準「 DSS-P）」など現場に近い職位を対象とした文書で
は，知識を重視する傾向が強い．一方，「 デジタルガバナンス・
コード 2.0」のように経営層や上位層を対象とした文書では，
行動指針や心構えが主に強調されている．このような偏りは，
組織全体でデジタル人材を育成における一貫性を妨げる可能
性がある． 
事業会社におけるデジタル人材に必要なコンピテンシーに

おいては，事業会社の特性に着目することが重要である．加え
て事業会社では，DX推進の目的が単なる技術導入ではなく，
事業そのものの変革にあるため，事業との関連性を意識した手
法が不可欠である．育成の対象は，主に現場で活動するデジタ
ル人材である．しかし，この層に関連した知識については，既
存の検定やガイドラインが多く存在するにもかかわらず，人材
像や評価基準は依然として曖昧なままである．この状況を踏ま
えると，単なる知識の体系化ではなく，行動指針や心構えとい
ったレベルでのコンピテンシー定義が必要と考えられるが，事

業会社のデジタル人材に特化したコンピテンシーの定義，およ
びそれらの向上施策に関する実証的な議論は十分ではない． 

 

 

図 1 デジタル人材におけるコンピテンシーに関するマップ 

 

3  デ ジ タ ル 人 材 に 必 要 な コ ン ピ
テ ン シ ー の 調 査 分 析  

事業会社，および SI 企業に所属する技術職を対象に，デジ
タル人材に必要なコンピテンシーについてのインタビュー調
査を実施した．その分析結果から，事業会社のデジタル人材に
必要なコンピテンシーについての課題を抽出した． 

インタビュー調査 
2024年 6月にビデオ会議を用いてインタビューを実施した．

調査対象者は，事業会社の技術職 16名，SI企業の技術職 13名
である．機縁法にて依頼を行った．インタビュー時間は 1人当
たり約 60 分であった．インタビューでは，質問項目として，
DXへの認識，仕事をする上で必要な能力，成長のエピソード，
組織での人材育成方法などについて自由に語ってもらい，必要
に応じて追加質問を行った． 

表 1 調査対象者一覧 

事業会社 SI企業 
ID 業種 年代 ID 業種 年代 
1 広告業 40代 1 情報通信業 30代 
2 金融業 30代 2 情報通信業 40代 
3 製造業 30代 3 情報通信業 20代 
4 情報通信業 50代 4 情報通信業 40代 
5 情報通信業 30代 5 情報通信業 30代 
6 旅行業 40代 6 情報通信業 40代 
7 情報通信業 30代 7 情報通信業 30代 
8 情報通信業 30代 8 情報通信業 40代 
9 保険業 40代 9 情報通信業 50代 
10 情報通信業 40代 10 情報通信業 40代 
11 サービス業 30代 11 情報通信業 40代 
12 製造業 20代 12 情報通信業 30代 
13 卸売業 40代 13 情報通信業 40代 
14 情報通信業 20代 ― ― ― 
15 小売業 30代 ― ― ― 
16 製造業 40代 ― ― ― 

 

東京都立産業技術大学院大学 Advanced Institute of Industrial Technology Bulletin Vol 19

43



 Bulletin of Advanced Institute of Industrial Technology Vol 18 

 

質的分析 
インタビュー調査の分析に，質的統合法[11]を用いた．分析

テーマは，デジタル人材のコンピテンシー向上プロセスとし，
事業会社の技術職 16 名，SI 企業の技術職 13 名の逐語録をそ
れぞれ，分析した． 
事業会社の技術職 16 名の逐語録を分析した結果，916 枚の

ラベル，8つのグループに集約された．8つのグループは，自社
の現状と DX部門の悩み，自分の行動，職場環境，評価の獲得
と自己実現の 4カテゴリーに分類された．分類した結果と表札
の関係性を構造化した見取図を図 2に示す．分析結果では， 事
業会社のデジタル人材のコンピテンシーの向上プロセス」とし
て， 職務でもどかしさがあっても仲間に支えられ前向きに取
り組み，自ら主体性発揮しながら完遂する．そして会社評価だ
けでなく，自己実現と自分の市場価値を高めるために行動する」
という構造が示された[12]． 

 

図 2 見取図（事業会社） 

 

SI 企業の技術職 13 名の逐語録を分析した結果，574 枚のラ
ベル，15のグループに集約された．15のグループは，自社の過
酷な現状，自分の行動，環境からの刺激，学びの体系化と成長
の 4つのカテゴリーに分類された．分類した結果と表札の関係
性を構造化した見取図を図３に示す．分析結果では， 評価機
能の不全と顧客へのもどかしい思いを抱えつつも，経験や環境
からの刺激を受けて，学びを体系化し，転職や高い視座という
成果を得る」という構造が示された[13]． 

 

 

図 3 見取図（SI企業） 

 

テキストマイニングによる分析 
インタビュー調査によって得られた，事業会社の技術職 16

名，SI 企業の技術職 13 名の逐語録を入力データとして，KH 

Coder Version3を利用して，テキストマイニングによる分析を
実施した[14]．頻出語の抽出を行い，事業会社，SI企業を外部
変数として，共起ネットワークの作成を行った．結果を図 4に
示す．結果からは，事業会社のデジタル人材のコンピテンシー
への認識として， コミュニケーション」 チーム」などの語が
特徴として確認された．ここからは，チームワークやコミュニ
ケーション能力が重視される傾向があることが推察される． 

 

 

図 4 共起ネットワーク図（比較分析） 

 
調査分析のまとめ 
事業会社と SI企業の特徴と必要なコンピテンシーについて，

インタビュー調査からの質的分析，テキストマイニングによる
分析結果から，表 2 にとりまとめた．事業会社と SI 企業のデ
ジタル人材のコンピテンシー向上プロセスにおいては，仕事環
境や職務範囲が大きく影響していることがわかる．特に事業会
社においては，社内の曖昧な要求や不確実な状況下においても，
周りを巻き込み，ドメイン知識や問題解決能力を発揮して迅速
に対応していることが特徴的であった．一方で，SI 企業では，
様々な案件や社外コミュニティにおける経験からの学びによ
って，自身を客観視している傾向がみられた．事業会社，SI企
業いずれにおいても，自分の市場価値を高めるために行動し，
自己実現のために努力していることが確認できた． 
事業会社のデジタル人材は，DX に対しての経営層の明確な

ビジョンや利用部門との一体感に不足を感じており，それは，
DX に対する組織体制が充足しておらず人材の定着にも不安が
あることとも関連していた．これは，IPA[1] の指摘とも一致す
る．また，評価は全社共通の基準であり，DX 業務に即した適
用が困難である．その一方で，人間性に優れ適切に指導してく
れる上司やお互いに学び合い高めあう同僚がいる職場環境で
あることがわかった．このことから，DX 部門はジレンマも多
いが，リーダーやメンバーがそれぞれ適応した行動を取って不
確実性の中で試行錯誤をしている状況が考えられる．そして，
社内でDXのリード役として主体的に行動し周りを巻き込んで，
案件を一気通貫で経験することで成長を感じていた．テキスト
マイニングの結果からも コミュニケーション」 チーム」など
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の語が特徴として確認されており，チームワークやコミュニケ
ーション能力が重視され，積極的に周囲を巻き込むという特徴
を裏付けられた． 
事業会社では，DX による変革や業務改善という未知へ挑戦

する環境がある．また，その結果は，部門収益向上や業務時間
削減など社内指標に反映される．それによって，利用部門から
の感謝や上層部からの直接的に評価・信頼を得られ，また，教
訓を得ることもできる．このように事業会社のデジタル人材は，
事業会社ならではの環境によるものと考えられる． 

表 2 事業会社と SI企業の特徴と必要なコンピテンシー 

 事業会社 SI 企業 
特徴 社内の曖昧な要求や不確実

な状況下においても，周りを
巻き込み，ドメイン知識や問
題解決能力を発揮して迅速
に対応している 

様々な案件や社外コミ
ュニティにおける経験
からの学びによって，自
身を客観視している傾向 

必要な
コンピ
テンシ
ー 

・積極的に周囲を巻き込み，
自らハブとなり他部門や経
営層と密に対話 
・自社の事業構造や業務知
識をもとにビジネスに貢献
する 

・相手に合わせたコミュ
ニケーションにより急
変に備える 
・様々な経験や外部との
つながりを活かす 

・仕事や学びへのモチベーションを高く保ち，会社評価
だけでなく自己実現と自分の価値を高める 
・仕事環境や職務範囲が大きく影響する 

 

事業会社のデジタル人材に必要なコンピテンシーの課題 
調査分析結果から，事業会社のデジタル人材に必要なコンピ

テンシーの課題として，次の 3点を抽出した． 
 
  積積極極的的にに周周囲囲をを巻巻きき込込むむ 
自らがハブとなり，他部門や経営層などの主要ステークホ
ルダーと密に対話して，取り組みを前進させること． 
  ドドメメイインン知知識識ををももととににビビジジネネススにに貢貢献献すするる 
対象事業のドメイン知識・業務知識について業務内容の理
解を高め，ビジネス全体を視野に入れて，ビジネス面にも
踏み込んで行動すること． 
  仕仕事事やや学学びびへへののモモチチベベーーシショョンンをを高高くく保保つつ 
会社評価のような外的なものだけではなく，自己実現と自
分の価値を高めること． 

 
これらの課題について，一般に公開されている文献では， メ

ンバー側から見た“経営層との関わり方”」 業務知識の学習や
まとめ方」， 動機づけ」といった汎用的な表現に留まっており，
具体的な方法や効果についての記載はない．  
調査分析から抽出された 3 つの課題へ対応したコンピテン

シーを向上させるには，更に 2 つの重要ポイントが存在する．
第一に， コンピテンシー向上のための具体情報の整備」であ
る．先駆者の経験を価値観・知識・行動として体系化する．実
務を担う現場リーダーが担うような企画・マネジメントとして
の場面を取り上げ，自社として重視するべき価値観を盛り込む．
多くの事業会社はこれまで IT関連実務の多くを SI企業のよう
な外部に委ねてきた．よって，社内でのノウハウの蓄積がしに

くい状況にあるため，まずは，情報として貯める・社内で共有
するところから取り組む． 第二に， 学習する場づくり」であ
る．業務外で学べるような場所・機会を拡充し，普段の業務か
ら離れて自分と向き合うとともに，他人の多様な考えに触れて
新たな発見を得る． 

4  事 業 会 社 の デ ジ タ ル 人 材 育 成
の た め の ワ ー ク シ ョ ッ プ の 設
計  

調査分析から得られた，事業会社のデジタル人材育成におけ
る課題への対応として，先駆者の経験を基にした価値観・知識・
行動等の具体情報の整備と業務外で学べるような場所・機会を
拡充する場が必要であると考えた．その方策として「 プロジェ
クトシミュレーション・ワークショップ」を設計し，架空のプ
ロジェクトを舞台としたシナリオ教材を作成した．本章では，
本ワークショップの目標，特徴，教材，ワークショップの構成
について述べる． 

目標 
 事業会社のデジタル人材に必要とされるコンピテンシー

向上の要因となる仕事への意識変容を促す．            
 普段の業務制約がない状況で自分と向き合い，他人と議

論することで，新たな気づきを得る． 
 グループワークによって，多様な価値観に触れるととも

に，チーム活動における望ましいふるまいを習得する． 
 情報システムプロジェクトにおいて，事業会社として求

められる様々なマネジメントの視点を学習する． 
 事業会社における情報システムプロジェクトで発生する

問題を疑似体験することで，実際に発生したときに，ス
ムーズな対処を可能とする． 

特徴 
 事業会社で働く，情報システムプロジェクトに携わる従

業員を対象にインタビューを実施し，デジタル人材に必
要なコンピテンシーを質的分析によって抽出した結果を
もとに開発している． 

 調査分析の結果から， 積極的に周囲を巻き込む」 自社
の事業構造や業務知識をもとにビジネスに貢献する」
 仕事や学びへのモチベーションを高く保つ」の 3点を
ワークショップで用いる教材のテーマ設定に取り入れて
いる． 

 情報システムプロジェクトにおける実際の事例をもと
に，ストーリーを作成しており，参加者は，現実に近い
問題を疑似体験できる． 

 ワークショップは，事前に資料を配布しておき，当日は
2時間 30分と短い時間で実施できる． 

教材 
以下では，ワークショップで使用するシナリオ教材のストー

リー，エピソードと設問の概要，設問例を述べる． 
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（1）ストーリー 

なるべくリアリティを持たせるべく，筆者らの経験を持ち寄
って，情報システムプロジェクトの概要，登場人物と体制図「 図
5）を設定した． 
舞台となる A社は鉄道会社で，お客様向けモバイルアプリの

開発プロジェクトが立ち上がることになった．主人公はデジタ
ル企画部のプロジェクトリーダーで，ユーザー部門や開発ベン
ダーと協業し，様々な問題発生に対して取り組んでいく． 

 

図 5 登場人物と体制図 

 

（2）エピソードと設問 

エピソードは，体系的に学習できるようウォーターフォール
形式での情報システム開発工程に準じている．エピソード１つ
につき設問１つという組み合わせで，一問一答方式「 タイプ A）
を 23問「 表３），自由回答方式「 タイプ B） 表 4）を 4問作成
した．よって，参加者の職務に合わせて問題を選択することが
できる．エピソードと設問は，筆者らの実務経験や PMP
 Project Management Professional）の試験問題を参考にして
作成した．図 6に一問一答方式「 タイプ A）のエピソードと設
問の例を示す． 

表 3 エピソード：一問一答方式（タイプ A） 

企画工程 
① 事業にどこまで踏み込む？ 
② 業務フローの役割分担 
③ 属人化業務の可視化に向けた行動 
④ 不明確な要望への対処 
⑤ 新技術を活用するような要望への対応 
⑥ 下位職に開発経験させるべきか 
⑦ メンバー同士のわだかまり 
⑧ 新しい業務ツールの導入検討 
⑨ 現行システム保守切れ対応 
⑩ ベンダー担当者とのコミュニケーション 

開発 要件定義,設計,製造,単体結合テスト）工程 
⑪ 完了基準の粒度の認識 
⑫ 開発委託先に対する品質マネジメント 
⑬ 業務知識不足の解消の仕方 
⑭ メンバーの過負荷状況を打開せよ 

⑮ 若手メンバーからの提案への向き合い方 
⑯ PJ要員の削減要請 
⑰ メンバーの学習意欲と PJでの役割 
⑱ システム納期遅れの発覚 

導入 システムテスト,ユーザー受け入れテスト,教育）工程 
⑲ 受け入れテストへの協力 
⑳ 仕様変更依頼への対応 
㉑ 現場ニーズとオーナー意見との板挟み 
㉒ ユーザーから新システム不評の声 
㉓ リリース直前でデータ移行の追加要望 

 

表 4 エピソード：自由回答方式（タイプ B） 

企画工程 
❶ 利用部門のドメイン知識をどこまで身につければよ
いのか    
開発 要件定義,設計,製造,単体結合Ｔ）工程 
❷ 利用部門からの追加開発要望へどのような観点を持
って対処するか 
❸ 終らない要件定義への対処 
導入 SＴ,UAT,教育）工程 
❹ テスト工程で開発要件漏れが発覚，どのように対応す
るか 

 

 

図 6 一問一答方式（タイプ A）エピソードと設問の例 

 

（3）標準解答と解説 

各設問についてはすべて標準解答と解説を用意し，着眼点や
観点，一問一答方式「 タイプ A）については，他の選択肢の不
適切な理由を説明している．図 7 に一問一答方式 タイプ A）
の解答と解説の例を示す． 

 

図 7 一問一答方式（タイプ A）の解答と解説の例 
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ワークショップの構成 
参加者は 10名程度，3～4人で構成した 3グループでのグル

ープワークを想定している．運営員はファシリテーターとして
1～2名である．  
ワークショップの全体構成を図 8に示す．ワークショップは，

オープニング：目的や流れの説明，セッション 1；自己表現と
相互理解，セッション２：プロジェクトシミュレーション，振
り返り：参加者全員で気づきの共有で構成されている．また，
事前に，説明資料の配布やアンケート，事後に，アンケートを
実施する． 
以下では，ワークショップの流れに沿って，具体的に各内容

を述べる． 

 

図 8 ワークショップの構成 

 

（1）事前の案内 

参加者に対して，以下のような当日の流れやグループワーク
に供する情報，実施前アンケート等を事前送付する．このうち
設問への解答時の注意事項では，グループワークの進め方や，
要件を基にまず自分で考え自分なりに答えを出すことの重要
性を伝える． 

 受講の詳細案内 
 プロジェクトシミュレーションのストーリー・設定 
 設問への解答時の注意事項 
 効果測定に供するための事前アンケート 

（2）オープニング：目的や流れの説明 

ファシリテーターから目的と進め方を説明する．ワークショ
ップのテーマとして，事業会社のデジタル人材に必要な 3つの
コンピテンシーとして，「 積極的に周囲を巻き込む」 ドメイン
知識をもとにビジネスに貢献する」 仕事や学びへのモチベー
ションを高く保つ」を解説する．そして，その後のセッション
1，セッション 2 のコンテンツに盛り込んでいることを説明す
る． 

（3）セッション１：自己表現と相互理解 

1人 1セットのレゴⓇブロックキット「 50パーツ）を配布す

る．参加者は，表 5の問いにしたがい，ブロックを使って，個
人で作品を制作する．その後，その作品をグループで共有する． 
このセッションは，自己紹介に代わるものであり，グループ

内のリラックスした雰囲気を作る． 

表 5 問いとねらい 

問い ねらい 
タワーを作ろう 限られたブロックを使っても様々なタワーが

出来上がることを目にし，他の人の工夫，自
分との違いを知ること 

仕事で活き活きワ
クワクしている自
分 

自分の仕事に対する想いを作品で表現し，言
語化して共有することで，自己理解・相互理解
をすすめること 

 

（4）セッション２：プロジェクトシミュレーション 

セッション 2の全体の流れを図 9に示す．ファシリテーター
がワークの進め方を説明し，ストーリー・登場人物を簡単に説
明した後に，設問に取り組むよう指示する． 

 

図 9 セッション 2の流れ 

 
はじめに，一問一答方式「 タイプ A）である．参加者は，配

布されたエピソード 300 文字程度）を読み，5 択の設問を解
く．これを 3セット繰り返す．個人ワーク後はグループ内でデ
ィスカッションをするが，時間の都合上，1 グループにつき 1
問とし，ファシリテーターが割り当てる．ディスカッション後，
グループごとに結論とその理由を発表する．全グループが発表
を終えた後，ファシリテーターより標準解答を提示し，解説す
る．参加者からの質問・意見を受け付け，ファシリテーターを
含む全員でディスカッションし，考えを深める． 
次に，自由回答方式「 タイプ B）である．参加者は，配布さ

れたエピソード 800文字程度）を読み，設問を解く．個人ワ
ーク後はタイプ Aと同様にグループディスカッションし，グル
ープ発表・発表後のファシリテーターによる解説・全員ディス
カッションを行う． 
なお，設問数は，ワークショップの所要時間によって増減さ

せる．ワークショップ全体で 2時間 30 分，セッション 2には
70分の場合，一問一答方式「 タイプ A）を 3問，自由回答方式
 タイプ B）を 1問とすることが適当である． 
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（5）振り返り：参加者全員で気づきの共有 

ワークショップの締めくくりとして 2つのセッションから得
た気づきを参加者全員で共有する． 
振り返りのフレームワークである KPT方式を用いて Keep：

良かったこと，継続すべきこと，Problem「： かったことや問題
点・修正すべき点，Try「：後後の改善策といった内容を書き出し，
チーム内で話し合い，参加者全員で共有する． 

（6）実施後のアンケート 

評価に用いるためのアンケートを実施する． 
 実施直後：ワークショップ満足度アンケート，およびコン

ピテンシーアンケートの依頼 
 実施 2～３週間後：コンピテンシーアンケートの依頼 

5  ワ ー ク シ ョ ッ プ の 試 行  

ワークショップの進行の確認や機材の調整を確認するため
に，表 6の要領で，ワークショップを試行した． 
参加者は，IT関連技術者 4名，実施時間は，2時間 30分で

あった．試行ワークショップでは，参加者，および運営側から
のフィードバックを得て，ワークショップの内容や運営の改善
を行った． 

表 6 試行ワークショップの実施要領 

事前案内 
 

参加者に対して当日の流れやグループワー
クに用いる情報，事前のアンケート依頼な
どを事前に送付する． 

導入 
 

ファシリテーターがワークショップのねら
いや当日の流れを説明する． 

セッション 1 
 

自己表現と相互理解 
レゴ®︎ブロックを使い，問いに沿って作品制
作 

セッション 2 プロジェクトシミュレーション 
一問一答方式 タイプ A）： 
エピソード① 事業にどこまで踏み込む？ 
エピソード ⑪ 完了基準の粒度の認識 
エピソード ⑲ 受け入れテストへの協力 
自由回答方式 タイプ B） ： 
エピソード❷ 利用部門からの追加開発要
望へどのような観点を持って対処するか 
 

振り返り 参加者全員で気づきの共有 
ワークショップの締めくくりとして KPT

方式で気づきを共有する． 
 

実施後アン
ケート 

ワークショップ満足度アンケート，コンピ
テンシーアンケート 実施直後）に回答す
る． 

 

評価 
実施後，参加者，及び主催側から以下のようなフィードバッ

クを得た． 
参加者からの評価 

 解答や討議の時間が少なかった 
 討議において意見の集約が難しかった 
 主催者側からの事前アンケート依頼の連絡を見過ごして

いた 
 当日の情報インプット量を減らすために事前に資料配布

したほうが良い 

主催者側の振り返り 

 時間を確保するために討議する設問数を減らす．タイプA
では各グループが異なる問題を討議する 

 全体の時間進行状況が分からず，現時点で全体から遅れ
ているのか把握が難しかった 

 PC 操作や資料配布といった間接的なことに費やす時間
を減らす工夫が必要である 

改善 
評価結果から，ワークショップの運営として以下の 3点の問

題を抽出し，改善を行った． 

① 解答時間，グループ討議時間が短い 
・ 討議時間確保のために，1グループあたりの討議回数を

４回から２回に減らした．個人ワークとしては全問回答
するが，タイプ A の設問は各グループが異なる問題を
討議することに変更した 

・ 受講者の回答状況や討議の盛り上がりによっては時間
延長することとし，アンケート時間や振り返りの時間で
調整する 

・ グループ討議では意見が割れた結論付けでも OK とす
る 

・ ワーク時間確保のため，設問ごとの資料配布を行ってい
たが，まとめて資料配布を実施する 

・ 円滑に進行をするために，ファシリテーターの補助員を
配置する 

② 参加者の事前アンケートの入力忘れ 
 アンケートを確実に収集するために，開催前日にリマイ
ンダを送付する 

③ ワークショップの進行状況が把握できていない 
 ワークショップ当日のタイムチャートを作成．当日は進
行状況をリアルタイムで確認できるようにする 

6  お わ り に  

本論文では，事業会社のデジタル人材育成のために開発した
 プロジェクトシミュレーション・ワークショップ」について，
紹介した．本ワークショップは，デジタル人材に必要なコンピ
テンシーについて調査分析し，情報システムプロジェクトで発
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生する問題を疑似体験できるように設計した．さらに，ワーク
ショップを試行し改善を行った．なお，ワークショップの運営
方法，および教材については，ガイドブックとしてまとめてい
る．また，本ワークショップは，事業会社 A社にて実践し，そ
の有効性評価について調査分析を行っている[15,16]． 

付記 
本論文は，第 15 回横幹連合コンファレンス[12]，第４回デ

ジタル人材育成学会[13,14]，情報処理学会 情報システムと社
会環境研究会第 172 回[17] で報告した内容の一部をとりまと
めて再構成したものである． 
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